	婦人服製造業


婦人服業界は、従来からの需要縮小傾向が続いており、平成20年秋からの世界不況以降、一段と厳しさが増している。22年に入っても、厳しい状況は続いており、春夏物には一部動きがみられたものの、消費者の節約志向、低価格志向は引き続き強く、業績の厳しい企業が多い。
　また、中国を中心とする海外からの輸入は高いレベルにある。ただし、昨今計画的な調達が難しい環境が続いており、頭打ち感もみられる。
　一方で、ＳＰＡの展開やネット通販、独自の価値訴求等の新たな取組により、業績が向上している企業もあり、新たなビジネスモデルの確立が求められている。

業界の概要

婦人服製造業界は、自ら商品を企画、生産し、小売店等に卸売するアパレルメーカーと、縫製等の加工のみを請け負う下請製造業に大きく分けられる。一般的に、アパレルメーカーは、自社で商品企画を行ない、生地や裏地、ボタンなどを商社や問屋などから仕入れ、自社工場もしくは外注活用により、裁断－縫製－プレス－検品等の工程を経て生産した製品を、百貨店や量販店、専門店等へ販売している。
　婦人服は、ファッション商品としての性格が強く、流行の変化への対応が求められるため、多品種少量生産となり、在庫リスクを伴いやすい。そのためこれまでは、製品流通に多数の企業が介在し、在庫を分担することでリスクを分散してきた。
しかし、近年における市場の多様化や成熟化の進展に伴い、実需や市場ニーズ情報に対応して商品企画・製造を行なう必要性が高まり、大手アパレル企業を中心に、企画から生産・販売までを一貫して行うSPA（Speciality store retailer of Private label Apparel、製造小売業）事業が実施されている。また、小売事業者がオリジナル商品事業に進出したり、下請製造業者が企画機能を保有し、自社企画商品事業に取り組んだりする等の動きも増えており、これまでの製造、卸、小売の業態区分はあいまいになりつつある。
大阪の特徴

　婦人服は、ターゲットとする顧客層からヤング、キャリア、ミセス、シニア（シルバー）等に区分でき、価格・品質面では低価格品から高級品までをボリューム、ボリュームベター、ベター、プレタ等に区分できる。大阪では、婦人服専門店や百貨店を対象としたミセスもので、ボリュームベターやベター等を取り扱う企業が多い。これらの企業の多くは、高度成長期以降の婦人既製服の普及やファッション化の進展による婦人服業界の拡大に伴い発展してきた。しかし、バブル期以降は、国内市場の成熟化が進展し、また少子化や経済環境の停滞などの要因もあり、業界規模は年々縮小している。

　平成20年における大阪の成人女子・少女服製造業は、事業所数で130、従業者数で1,374人、製造品出荷額等で174億円となっており、８年に比べ、規模は３～４割程度に縮小している（経済産業省『平成20年工業統計表（産業編）』従業者４人以上、大阪府統計課『平成20年大阪の工業』従業者４人以上）。品目別で都道府県のシェアをみると、大阪府は成人女子・少女ブラウスは数量、金額ともに全国1位の4割程度と高いウェイトを占めている（経済産業省『平成20年工業統計表（品目編）』従業者４人以上）。

売上げは厳しいが一部に動き
　婦人服業界の全体的な動向は、ここ数年需要が縮小基調にある中で、世界的な不況の影響も加わって、20年末頃から消費者の買い控え傾向が急速に強まり、21年は年間を通じて厳しい状況が続いた。22年は、景況感の改善や買い控えの反動などの要因に加え、梅雨明け後の猛暑という気候要因などもあり、春夏物に動きがみられた。しかし、猛暑が長引いたことから、秋冬物は立ち上がりが遅れており、総じて回復といえる状況にはない。
商品については、ファストファッションに代表される低価格商品が堅調となる一方で、デザインや素材にこだわったものや機能性素材を活用したような価値訴求型の商品にも動きが出るなどの変化がみられた。ただし、カジュアル化の流れの中、単品買いの動きが強く、ヒット商品の売上規模も小さくなっている。
　婦人服の動向を販路別にみると、百貨店では、高級品市場の縮小や各店に陳列される商品の同質化の問題などから近年業績不振が続いている。そのため、最近は店舗のリニューアルに伴う出店テナントの入れ替えや、取引条件の改善などの取組を進めている。一方で量販店・SC（ショッピングセンター）では、一部駅ビルやファッションビル等で業績が好調な店舗もあるが、郊外型SCや量販店などでは大型専門店などとの競争が激化しており、状況は厳しい。
専門店においては、市場環境の悪化や店舗の後継者問題などもあり、従来の品揃型専門小売店は特に厳しい状況が続いている。ただし、ライフスタイルを訴求するセレクト型店舗の中には、コンセプトを明確にし、衣類からバッグ、靴、アクセサリー雑貨などトータルファッションとして品揃えを行うことで、事業を拡大している企業もみられる。
　また、近年通信インフラの整備やインターネットの普及等から、ネット通販などのダイレクトマーケティングが堅調に拡大している。特に携帯電話を活用したネット通販が伸びており、ネット通販の販売比率を高めている企業もみられる。
国内生産は二極化
　婦人服生産は現状、海外生産が中心になっているが、今年に入って中国からの商品調達に遅れが発生していることなどから、一部に国内発注を進める動きもみられる。ただし、納期や価格面で対応できる企業は限られているとの見方がある。
また、21年は売れ行き不振から、在庫削減のため、アパレル業者なども新規生産を抑えていたが、22年は新たな商品の開発・生産を進める動きがある。その中、技術面に特徴を有する国内業者を中心に新規受注を獲得している企業もあり、一部では工場の稼働率も回復している。
収益、資金繰りは厳しい
　消費者の購買行動は二極化しており、一部で価値訴求型商品にも動きがみられるものの、低価格志向は依然続いている。そのため、製造業者に対する受注単価の低下圧力は依然強い。一方で、綿糸などの原料価格の高騰などもあり、一層のコスト削減への対応が難しい状況となっている。また、円高についても、欧米からの輸入を行っている企業は一定のコストメリットを享受しているが、中国からの調達を行なっている企業は、現地人件費高騰などの問題もあり、そのメリットの享受も難しい状況にある。
そのため総じて、収益は厳しい企業が多く、資金調達に苦慮する企業も出てきており、中小規模の企業を中心に、倒産や廃業の動きもみられる。
雇用環境は悪化
　最近は市場環境が一層厳しくなっているため、各社とも社内体制の合理化への取組を進めており、一部に定期採用を継続している企業があるものの、新規雇用には慎重な姿勢の企業が多い。業界組合の実施している新入社員研修への応募状況も、今年は前年比で半減しているとの話があった。
輸入は中国を中心に高レベルにある
　婦人服の輸入高をスーツやスカート、ブラウス等の動向からみると、13年以降は一貫して増加してきたが、20年は前年比で減少となっている。一方で、最大の輸入相手国である中国の輸入先に占めるシェアは年々増加しており、20年では、88.8％に達している（日本関税協会『日本貿易月報』）。ただ、22年においては、中国からの輸入に納期遅れなどの問題が発生しており、輸入の増加にも頭打ち感が出てきている。
　また近年、「中国＋１」として、ベトナムやタイ、インドネシア、マレーシア、インド等の取引先開拓が話題となり、実際に取引を行っている企業もあるが、技術力や資材調達、インフラの整備など環境面で差があるため、現状、中国が中心的な取引先であることは変わっていない。
海外市場進出への注目が高まる
　従来からアパレル産業では中国市場への進出を目指す動きがあり、多店舗展開を行っている企業もあるが、一方で撤退の動きも多く、必ずしも業界として定着しているとはいえない。
ただし、最近、中国の富裕層を中心とする市場規模が拡大しており、また高品質という日本製品のブランド力も注目されてきていることから、大企業だけでなく中小企業等でも改めて中国進出を検討する企業が増えている。また、国内市場においても、中国をはじめとする海外からの観光客を対象としたビジネスに対応する体制を整え、拡販に取り組む企業もみられる。

今後の見通し

　今年は一部の春夏物に動きがあったものの、消費者の低価格志向や買い控え傾向は弱まっておらず、残暑により秋物の動きが悪いなど、厳しい市場環境が好転するまでの動きが見えないことから、需要回復への見通しは立てにくいとの話が多かった。
　一方で、新商品開発や海外進出、ＷＥＢの活用等、リスクを負って投資している企業の中には業績を伸ばしている企業もみられることから、今後は、消費者の動向やライフスタイルの変化に合わせた、新たな価値観の創造と提案に挑戦することが重要となっている。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（小野　顕弘）
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製造品出荷額等

（百万円）

平成８年 527（5.9） 5,701（3.9） 68,327（8.1）

13年 305（5.7） 3,188（3.8） 34,399（7.5）

18年 153（4.9） 1,742（3.5） 21,921（7.9）

20年 130（4.7） 1,374（3.2） 17,379（7.1）

資料：経済産業省『工業統計表（産業編）』、大阪府統計課『大阪の工業』各年版。

（注）従業員４人以上の事業所。（　）内は対全国シェアの％。

大阪の成人女子・少女服製造業の推移
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都道府県

別順位

成人女子・少女用ワンピース・スーツ上衣

12.4 11.5 １位

成人女子・少女用スカート・スラックス

1.8 2.7 ８位

成人女子・少女用ブラウス

39.8 37.1 １位

成人女子・少女用オーバー・レインコート

1.8 3.0 ６位

資料：経済産業省『工業統計表（品目編）』

（注）１　従業者４人以上の事業所。

　　　２　成人女子・少女用ワンピース・スーツ上衣には、ブレザー、ジャンパー等を含む。

品目別出荷数量・金額に占める大阪のシェア（平成20年）
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中国のシェア

（％）

平成７年 93,670 41,353 44.1

10年 121,098 63,042 52.1

13年 100,475 64,602 64.3

16年 122,988 97,440 79.2

19年 235,311 202,208 85.9

20年 196,126 174,211 88.8

資料：日本関税協会『日本貿易月表』各年度

（注）対象品目は「61.04　女子スーツ・スカート・ズボン」、

　　　　　　　　「61.06　女子ブラウス・シャツ」

婦人服の輸入高の推移


